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一 般 (個 人) 質 問 通 告 一 覧 表

令和４年第５回笠岡市議会定例会

９月１４日･１５日(２日間)

通 告 者 質 問 事 項 質 問 の 要 旨 答 弁 者

１ 桑田 昌哲 １ 下水道につ

いて

令和３年 12 月定例会において，下水道料金な

どについて質問をしました。執行部からは，下

水道事業は，都市の健全な発達と公衆衛生の向

上を図り，居住環境の改善，公共用水域におけ

る良好な水環境の回復及び保全をするのに欠く

ことができないもので，国の交付金を財源に公

費投入，国が定めた基準に基づく繰入金から公

費補助を受けており，決算は黒字であるとの説

明を受けました。

質問でも申し上げましたが，国費は雨水関係

であり，汚水は基本的に利用者負担です。財源

確保のためには，市が，収支計画に基づき，一

般会計繰入金をどの程度にしていくかが肝要で

す。

令和４年６月定例会では，長寿命化対策によ

る施設の更新により，維持管理費の削減が見込

まれるため，汚水量原単位の縮減を図り，これ

からの下水道整備区域においても，経費回収率

の向上に資するため，下水道整備区域から合併

処理浄化槽整備区域に変更するなど，下水道整

備計画の見直しを行うとの説明がありました。

笠岡市下水道事業経営戦略，第４章下水道経

営の基本方針に３事業が上げられています。

公共下水道事業・特定環境保全公共下水道事

業では，使用料収入の確保や使用料の適正化，

漁業集落排水事業では，使用料の適正化に努め

ると記載がありますが，使用料収入や経営基盤

強化をどのように進め適正化を図るのでしょう

か。

市 長
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２ 原油価格・

物価高騰から

緊急対策につ

いて

国は令和４年４月に，コロナ禍における「原

油価格・物価高騰等総合緊急対策」の内，新型

コロナウイルス感染症による厳しい状況とウク

ライナ情勢に伴う原油価格や物価の高騰による

国民生活や経済活動への影響に緊急かつ機動的

に対応し，コロナ禍からの経済社会活動の回復

を確かなものとすべく，関係行政機関の緊密な

連携の下，総合的な検討を行うため，原油価格・

物価高騰等に関する関係閣僚会議を開催しまし

た。その中の第１の柱が，原油価格高騰対策で

す。漁業，農林業，運輸業，生活衛生関係営業

といった，大きな影響を受ける業種への支援を

行うとあります。このたび，本市の補正予算で

は漁業，農業，畜産業に対して支援を実施して

います。

本市として，今回の原油価格・物価高騰等へ

の支援をどのように考えての対応であるか尋ね

ます。

市 長

２ 山本 聡 １ 第７次笠岡

市総合計画後

期基本計画の

安定戦略「健

康づくり」に

ついて

第７次笠岡市総合計画後期基本計画が策定さ

れ，「経済・社会・環境」の３つをバランスよく

調和させるＳＤＧｓの視点をもって，地域で稼

ぎ，活性化により賑わい，未来を展望し，安心

して暮らせる，「進化するまち笠岡」の実現を目

指すべく時代の潮流に向き合いながら，まちづ

くりの課題をとらえ，解決しようとしている。

まち・ひと・しごと総合戦略の基本フレームを

踏襲し戦略を示した。“自主的な健康づくりの促

進”の達成目標を掲げた。

(１) 健康ポイント事業の参加者をいかに増や

すのか。

(ぐるりんウォーク)令和７年度 1,500 人

を 1,900 人へ

(２) 週１回スポーツをしている人の割合をい

かに増やすのか。

関係部長

〃
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２ 情報・プロ

モーションの

推進について

(窓口プラッ

トフォーム)

３ かぶとバイ

オマスプラン

トについて

(市民意識調査)令和６年度 38％→42％へ

(３) 既存の遊歩道を活用した取組は可能か。

(日本遺産 / 笠岡諸島の観光など)

市民の利便性の観点より，行政のデジタル化

サービスの重要性が認識されている。窓口業務

からの“小さな一歩”が大きな組織の変革を促

すと考えるが，行政手続きのオンライン化など

利用促進の処方箋を尋ねる。

持続可能な循環型農業の確立に向けて，干拓

地において，酪農，畜産農家の飼育する牛の糞

を活用した大規模バイオマス発電所の建設が始

まった。国内最大級の施設だが，発電される電

気を笠岡市が有効活用できる取組を期待した

い。以下の点を尋ねる。

(１) 電気を買い取り，電気自動車などの運行

へ活用できないか。

(２) 稼働後，臭気の改善が見込めるが，他メ

リットについては，どのように考えるか。

市 長

関係部長

市 長

〃

３ 大本 邦光 １ 社会的養護

の里親制度の

普及と支援に

ついて

里親制度とは，児童福祉法に基づき，親元で

暮らせない子供たち，虐待やネグレクト，育児

放棄，親の病気など様々な事情により家庭での

養育が受けられない子供を家庭に迎え入れて，

家族の一員として温かい雰囲気の中で愛情を持

って養育する制度であります。親元で暮らせな

い子供の多くが，これまで児童養護施設や乳児

院などで生活をしてきました。2016 年５月に成

立した改正児童福祉法で，親と暮らせない子供

も家庭と同様の環境で養育する原則が初めて明

記されました。親元で暮らせない子供は，2016

年の推計は全国で約４万 8,000 人，そして岡山

県の 12 か所の児童養護施設では，約 400 人の子

供たちが日々生活をしています。児童養護施設

などと同じように，子供に安定した幼少期，青

年期を送ることのできる重要な取組となりま
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２ 小中学校に

おける「がん

教育」の推進

について

す。

(１) 一時里親や養育里親など，誰もが取り組

める環境づくり及び委託向上に向けた支援

の取組について，本市の見解をお尋ねしま

す。

(２) 里親になるには，事前に基礎研修を受け，

認定を受ける必要があり，登録しなければ

なりません。養育里親認定前基礎研修が容

易に受けられる体制づくりの推進が必要と

考えますが，本市の所見についてお尋ねし

ます。

国民の死因 1 位である，がんを巡って，新学

習指導要領に基づき，中学校では昨年度から保

健体育の教科書が改訂されるなど「がん教育」

が本格的に始まっています。小・中学校におけ

るがん教育については，平成 28 年 12 月に改正

された，がん対策基本法において，がんに関す

る教育の推進のために必要な施策を講ずる旨の

文言が新たに記載されたことを受け，第３期が

ん対策推進基本計画では，国は全国での実施状

況を把握した上で，地域の実情に応じて，外部

講師の活用体制を整備し，「がん教育」の充実に

努めることが示されています。新中学校学習指

導要領において，新たに「がん教育」について

も取り扱うことが明記されたことを踏まえ，本

市における現状と取組状況についてお尋ねしま

す。

関係部長

〃

教育長

４ 仁科 文秀 １ 中心市街地

の活性化につ

いて

笠岡市も急激な人口減，まちの活力の低下，

公共交通利用者の減少，空き家や空き店舗の増

加など，まちの機能を維持していく上で，課題

がいくつも顕在化している。そして，笠岡のま

ちへの魅力がなくなってきている。

本市では 2035 年(令和 17 年)を目標年次とす

る「笠岡市立地適正化計画」を策定し，都市機
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２ 重度心身障

害者医療費助

成の精神障害

者への適用に

ついて

能や居住誘導区域を設定して，様々な活性化施

策を推進しようとしている。

(１) 笠岡駅周辺と番町地区を都市拠点と位置

づけ，商業施設や居住の活性化を推進し，

都市機能誘導区域に設定するとあるが，具

体的な施策と成果について尋ねる。

(２) 笠岡駅及び駅周辺の整備内容と進捗状

況，今後のスケジュールについて尋ねる。

(３) 分庁第２(旧郵便局)跡地の活用計画につ

いて尋ねる。

笠岡市議会は，平成 30 年度に精神障害者が精

神科以外の医療機関にかかったときでも，精神

障害者保健福祉手帳１級の所有者であるなどの

条件を満たせば，医療費の本人負担が１割とな

る，いわゆる重度心身障害者医療費助成制度の

対象とすることを求めた請願を，全会一致で採

択した。

身体，知的では一定の条件を満たしたときに，

以前から本人負担が１割となっていることに対

し，精神障害者も同じようにしてもらいたいと

する動きである。

その後，岡山県内では，単独で実施している

政令市の岡山市を除く 26 市町村で採択され，岡

山県議会でも令和３年 12 月議会で採択された。

これにより，岡山県及び岡山県内の全市町村議

会が賛同したことになる。

しかし，この制度の実施に大きな役割を果た

す岡山県は，限られた財源は企業誘致など他の

政策，施策に使いたいとして，依然として予算

措置を講じていない。令和５年度からの実施も

不透明である。

精神障害者の限られた収入，慢性化しやすい

病気の特性，生活に余裕のない厳しい実態を理

解する市町(備前市，美作市，美咲町など)では，

市 長

〃

〃

市 長
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３ 茅原基治船

長の顕彰につ

いて

県の決定が待てないとして，単独での制度適用

を決定し，すでに実施している。市が単独で実

施すると，本人の医療費負担は３割から１割と

なるが，自治体の負担はそれだけ増える。

笠岡市は弱者にやさしい福祉のまちだと言わ

れている。精神障害者が身体，知的と同じスタ

ート台に立てるように，まず，精神障害者保健

福祉手帳１級について，市が単独でこの制度の

対象者とする決定はできないか，尋ねる。

今から 102 年前，1920 年のロシア革命後の内

戦，国内混乱期に，敵国だったロシアの子供た

ち約 800 人を救出した，笠岡市甲弩出身の茅原

基治船長の顕彰が，地元を中心に進められてい

る。笠岡市立図書館にも茅原基治船長のコーナ

ーが設置されている。

しかし，この偉業が世間にほとんど知られる

ことなく茅原船長は昭和 17 年(1942 年)に 57 歳

で亡くなり，今から 11 年前の平成 23 年(2011

年)になって明らかになった。そのため，全国的

にはまだほとんど知られていない。

市民や全国に知ってもらうために何ができる

のか，以下，尋ねる。

(１) 市内外に発信しＰＲするために有効な手

段は，笠岡市のホームページである。現在

は，茅原船長の業績がわかる掲載はない。

初期画面に，例えば「かさおかの魅力」欄

に茅原船長とその業績を入れることはでき

ないか，尋ねる。

(２) 地元の北川小学校，小北中学校では，船

長の偉業を取り上げた自主教材を作成し，

道徳の時間に授業を行っていると聞く。児

童，生徒への反響はどうか。

茅原船長が笠岡市の出身であることを探

し出した，北室南苑さんがいる石川県能美

市 長

教育長
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市では，市内の中学校全校でこのことを取

り上げ，１年時に道徳の授業で学習してい

る。笠岡市でも，市内全ての小中学校で取

り上げることはできないか，尋ねる。

(３) ８月 18 日は茅原船長の命日である。８月

は広島，長崎への原爆投下，終戦記念日と

戦争や世界平和について考えさせられる月

である。

船長の業績を考えるとき，笠岡市が８月

18 日までの期間，人類の平和を願う期間，

例えば｢茅原ウィーク｣として，活動し，発

信してはどうか，考えを尋ねる。

市 長

５ 藤井 義明 １ 就 学 前 教

育，保育施設

再編整備計画

について

(１) ひまわり認定こども園の建て替えは，い

ついかなる会議で決定されたのか尋ねる。

(２) 笠岡幼稚園の認定こども園化について，

日程，建て替え等今後のスケジュールにつ

いて尋ねる。

(３) ひまわり認定こども園建て替え及び定員

増について，笠岡市保育協議会との合意は

図られたのか尋ねる。

(４) 笠岡市保育協議会との申合せ事項があっ

たと認識しているが，どのように対応され

たのか尋ねる。

(５) 保育施設５割超が人口減少で運営難と報

道されている。富岡保育園，まや保育園等

が，定員を減らしている現状をどのように

捉えているのか尋ねる。

(６) ひまわり認定こども園建て替え後の定員

数が，現在の 70 人から 90 人へと増加に変

更との説明があったが，その根拠を尋ねる。

(７) 富岡幼稚園を認定こども園化したことに

よって，園に給食センターからの給食が来

なくなったと思うが，どのように解決した

のか尋ねる。

市 長

〃

〃

〃

〃

〃

〃
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２ 市長のフェ

イスブック掲

載写真につい

て

(１) ピースロードジャパンのＴシャツを入手

した経緯を尋ねる。

(２) ピースロードジャパンと旧統一教会との

関係について確認されたと思うが，結果と

その後の対応を尋ねる。

(３) 旧統一教会の関係団体と関係を持ったこ

とに対しての考えを尋ねる。

(４) ピースロードジャパン岡山の実行委員会

から，寄附を受けたことはあるか。また，

実行委員会にお金を供与されたことはある

か尋ねる。

市 長

〃

〃

〃

６ 森岡 聰子 １ 本市の目指

す地域包括ケ

アシステムと

地域共生社会

の実現につい

て

本市では，団塊世代が 75 歳以上となる 2025

年を目途として，全世代対象型の地域包括支援

体制を構築することにより，誰もが安心して生

活を継続できるように重層的な支援体制の充実

を図り，地域共生社会の実現を目指して取り組

んでおられます。

こうした中，コロナ禍で２年余りが経過し，

いまだに収束が見えない状況が続き，地域の人

たちが抱える生活課題等が複雑化，多様化して

います。

(１) 本市の地域包括ケアシステムの４つの領

域（健康づくり・介護予防，医療と介護の

連携，福祉(児童・障害・介護），生活支援)

について，取組状況，進捗率，今後の課題

についてお尋ねします。

(２) 担い手不足が深刻化しています。生涯現

役として社会参加への継続，促進について

本市の考えを尋ねします。

(３) 高齢者アンケートによりますと，９割の

人が就労意欲があり，社会参加の意向を示

しています。本市には，介護認定が低い高

齢者が多いと仄聞しています。高齢就労施

策の取組について尋ねます。

関係部長

〃

市 長
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２ 地域課題の

取組について

(４) 生活支援コーディネーターの体制整備に

ついて，お考えを尋ねます。

(５) 山陽新聞の｢生活支援事業 若い力でサポ

ート 笠岡の高校生らＮＰＯ活動に参加｣

という記事を読みました。

今後どのように市の施策に活かされるの

か尋ねます。

陶山地区は，笠岡市行政区 24 地区の中で，高

齢化率は 44.6％と一番高く，年少人口が 6.0％

と一番低いです。

令和４年４月１日の人口は 1,267 人で，福山

市，井原市と隣接しています。

(１) 金浦中学校区における小中一貫教育につ

いて，進捗状況，また，地元住民への説明

会等について尋ねます。

(２) 令和５年度末に，廃園予定の陶山幼稚園

舎の今後の取扱い等について尋ねます。

(３) 篠坂ＰＡスマートインターチェンジの進

捗状況と課題等について尋ねます。

(４) 荒廃地における，草刈支援等について尋

ねます。

(５) 本市の交通支援策の導入について尋ねま

す。

関係部長

〃

教育長

関係部長

〃

〃

〃

７ 真鍋 陽子 １ 令和４年７

月 10 日投開

票参議院議員

通常選挙につ

いて

(１) 令和４年７月10日投開票参議院議員選挙

における笠岡市内の投票率は 46.6％。３年

前の投票率より微増した。とはいえ，半分

以下の方しか投票行動をしていない状況を

どのように受け止めているかを尋ねる。

(２) ｢投票済証の存在を知らなかった｣，｢笠岡

市においても発行されることを知っていた

なら初めての投票記念に欲しかった｣，とい

う声が市民から届いている。投票済証を発

行していることを積極的に広報，周知する

ことはできるかを尋ねる。

選挙管理委

員会委員長

〃
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２ 学校教育に

ついて

(３) 18 歳から 19 歳にかけて，毎回 10％以上，

多い時には 20％ほど投票率が下がってい

る。これは高校を卒業し，住民票を移転さ

せずに転出している方々が多いなど，様々

な理由が考えられる。笠岡市では 18 歳にな

る方々にはがきを郵送しているが，19 歳に

なる方々に向け，住所の移転を促す，ある

いは不在者投票の御案内も含めた啓発など

の案内はがきを送ることはできるかを尋ね

る。

(１) 不登校支援におけるＩＴ利用の現状につ

いて尋ねる。

(２) 不登校児童生徒を対象に，インターネッ

ト上の仮想空間を活用した学習をサポート

する取組について，市の見解を尋ねる。

(３) 岡山県家庭教育応援条例とは何かを尋ね

る。

(４) 2020 年３月 18 日，岡山県会議において，

大会派，自民党県議団が主導する形で文教

委員会が発議，賛成多数で可決された岡山

県家庭教育応援条例は，｢特定の考え方や家

庭の在り方の押しつけ｣と多くの岡山県民

に受け取られ，昨年５月から６月に実施さ

れたパブリックコメントでは，条例に関す

る意見としては過去最多の 511 件が寄せら

れ，その多くは反対意見であった。

岡山弁護士会も｢私的領域への過度な干

渉｣として制定に反対する声明を発表。市民

グループが２万 2,000 人を超える反対署名

を集めた。

この｢岡山県家庭教育応援条例｣につい

て，旧統一教会との関係性があると研究者

やマスコミから言及されていることに対す

る，市の見解を尋ねる。

選挙管理委

員会委員長

関係部長

〃

〃

教育長
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３ デジタル地

域通貨を活用

した地元企業

支援と地域コ

ミュニティの

形成，行政コ

ストの削減に

ついて

(５) 岡山県家庭教育応援条例の啓発チラシが

市内で配布された事例はあるかを尋ねる。

デジタル技術を効果的に導入することは，行

政サービスの向上，住民の暮らしの利便性，豊

かさの向上にもつながるが，本市ではまだ充実

しているとは言えない状況だ。

地域通貨については2000年代前半を中心に全

国で 650 ほど発行されたが，その後ほとんどが

短期間で姿を消したと言われている。だが，デ

ジタル技術の進展，そこに新型コロナウイルス

感染症対策により，新しい生活様式が必要とな

った社会状況の中で，新たに導入をする地域が

増えてきており，地域経済循環ツールとして，

地域のコミュニティ形成ツールとしての成功事

例も増えてきている。

(１) 42,971 人(令和４年７月１日)と，人口規

模の近い真庭市において，本年６月 29 日，

市と金融機関２社，地元商工会議所が｢電子

地域通貨による持続可能な地域づくりのた

めの連携協定｣を締結し，地域通貨を通じた

地域経済循環の強化，地域コミュニティの

活性化等，地域の持続的発展のための事業

を実施することになった。岡山県では奈義

町の｢ナギフト｣，新庄村の｢もちん｣など，

人口規模も小さく，商圏としても小規模で

はあるがまちづくり，地域コミュニティ形

成のツールとして地域通貨を導入し，活用

している事例が増えてきている。

地域経済循環ツールとして，持続可能な

地域づくりツールとして，また行政コスト

削減ツールとしてのデジタル地域通貨につ

いて，市の見解を尋ねる。

(２) デジタル地域通貨は，紙による商品券よ

り非接触で扱うことができ，地元企業支援

関係部長

関係部長

〃
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に対する感染症対策という側面も持つ。感

染症対策としてのデジタル地域通貨につい

て，市の見解を尋ねる。

(３) 国主催の｢夏のＤｉｇｉ田(デジデン)甲

子園｣において，飛騨市の取組である｢電子

地域通貨｢さるぼぼコイン｣を活用した行政

サービスの向上及び地元企業の支援｣が準

優勝した。飛騨市では 2017 年 12 月から行

政サービスの向上，域内経済の循環を目的

とし，サービスを開始している。デジタル

地域通貨を導入するためにはシステム開発

をはじめとした様々な連携，取組が必要で

あるが，飛騨市においては民間主導で行わ

れていたため，開発コスト，運用コストは

ゼロである。一方，真庭市では国の交付金

を活用し，行政主導で行われている。真庭

市では，本格導入の前に一度，導入実験を

行っているが，笠岡市において，まず，デ

ジタル地域通貨の導入実験を行うことはで

きないかを尋ねる。

(４) デジタル地域通貨はアプリやカードで運

用が行われている。令和４年７月31日現在，

人口 32,956 人の庄原市においては，人口の

約９割が地元の電子マネー機能付きＩＣカ

ードを保有しているが，このたび，このカ

ードを利用して児童の見守り活動が始まっ

ている。登下校時，児童が学校に設置され

た読み取り機にカードをかざすことで，事

前に登録した保護者などのメールアドレス

に通知が届き，かつ，１回カードをかざす

ごとに１円分のポイントが付与されるとの

こと。こういった取組について，教育長の

見解を尋ねる。

関係部長

教育長


